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2025年９月期 連結決算ハイライト

35.92億円

連結営業収益

前年同期比:100.6%
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■連結営業収益は 35.92億円（前年同期比 100.6%）で着地

通期の過去最高ではあるが、ほぼ前年並み。

■連結営業利益は 5.03億円（前年同期比 243.2%）と大幅増益

広告効率が改善して､通期の過去最高を達成。

5.03億円

連結営業利益

4.73億円

連結経常利益

3.14億円

親会社株主に帰属する
当期純利益

前年同期比:243.2% 前年同期比:226.5% 前年同期比:275.9%

TOPIC



なし

成長投資実績

成長投資の予定額は330,000千円、予定に対して52.6%の投資額となった。

■ 外壁塗装ＤＸ子会社については､ ７月に吸収合併を完了し､経営の効率化および財務の統合を実施

■ 建築ＤＸは、通期で86,310千円の投資を実行し、成長基盤を強化

■ 高度人材を含む採用および教育のため、通期で36,175千円の人的資本投資を実行

投資額の内訳（千円）

予定投資総額
※2024年11月14日発表

M&A

外壁塗装DX

建築DX

人的資本 高度人材を含む採用及び教育費用

第２の主力事業候補への投資

第２の主力事業候補への投資

63,801

１Q進捗率
19.3％

残り156,575 330,000

２Q進捗率
26.4％

23,283

173,424

5,932

36,175

6,930

50,938

86,310

11,863

33,324

11,419

8,096

３Q進捗率
38.9％

44,917

34,191

50,938

10,726

41,421

4Q進捗率
52.6％
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四半期業績｜連結営業収益

連結営業収益の四半期推移（百万円）

■ 2025年９月期における第４四半期のみの連結営業収益は、894百万円

■ 2025年９月期の連結営業収益は、過去最高の3,592百万円（前年同期比100.6%）
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四半期業績｜連結営業利益
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2022年9月期2021年9月期 2023年9月期 2024年9月期2020年9月期 2025年9月期

■ 2025年９月期における第４四半期のみの連結営業利益は、114百万円

■ 2025年９月期の連結営業利益は、過去最高の503百万円（前年同期比243.2%）

連結営業利益の四半期推移（百万円）
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2021年9月期 2022年9月期 2023年9月期 2024年9月期 2025年9月期

1Q 3Q 4Q2Q

■ 月間平均クライアント数は、前期比100社増。全体ARPUは、ほぼ横ばいで推移
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2025年９月期の重点施策の結果

内容 結果

・クライアント数の増大
・顧客満足度の向上
・営業収益に対する広告費率の改善

■外壁塗装DX
・投資継続
・営業収益３倍を目指す

■建築DX
・営業増員
・デジタルマーケティング強化

・新ビジネスモデルのサービスを自社開発
・M＆Aで、第３の主力事業候補となる

サービスを発掘

第１の主力事業
『リビンマッチ』

の伸長

第２の
主力事業候補

の伸長

第３の
主力事業候補
の市場投入

△ 前期比100社増で着地
〇 ＡＩスコアリング機能の実装完了
〇 広告効率管理システムの実装完了

■外壁塗装DX
〇 子会社の吸収合併により経営効率化･

財務統合
〇 クライアント数が増加、単月黒字化

■建築DX
〇 前期末から営業人員が倍増
〇 デジタルマーケティング強化により

営業収益は前年通期の7.1倍を達成

× Ｍ＆Ａ：成約なし



2025年９月期 連結P/L

（千円）

■ 広告効率が改善し、営業利益率が5.8％から14.0％に大幅増（前年同期+8.2pt）

2024年9月期
実績

2025年9月期
実績

増減額 前年同期比

営業収益 3,570,151 3,592,752 22,600 100.6%

営業費用 3,363,114 3,089,150 ▲ 273,964 91.9%

外壁塗装DX 163,498 50,938 ▲ 112,560 31.2%

建築DX ー 86,310 86,310 ー

M&A 27,500 ー ー ー

人的資本 38,177 36,175 ▲ 2,001 94.8%

上記以外の営業費用 3,133,938 2,915,725 ▲ 218,213 93.0%

営業利益 207,037 503,602 296,565 243.2%

営業利益率 5.8% 14. 0% 8.2pt ー

経常利益 209,075 473,615 264,540 226.5%

親会社株主に帰属する
当期純利益

114,018 314,575 200,557 275.9%
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連結P/L 前期実績との比較



2025年９月期 連結B/S

連結B/S 前期末との比較

（千円）

2024年９月末 2025年９月末 前期末差

資産合計 3,400,633 3,329,491 ▲ 71,142

流動資産 2,672,887 2,833,857 160,970

現金及び預金 1,904,406 1,947,167 42,761

売掛金 569,533 574,409 4,875

固定資産 727,746 495,633 ▲ 232,112

負債合計 1,850,706 1,612,711 ▲ 237,994

流動負債 848,037 891,490 43,453

１年以内返済予定の長期借入金 331,438 281,448 ▲ 49,990

未払金 247,647 259,332 11,685

固定負債 1,002,669 721,221 ▲ 281,448

長期借入金 1,002,669 721,221 ▲ 281,448

純資産合計 1,549,927 1,716,779 166,852

負債純資産合計 3,400,633 3,329,491 ▲ 71,142
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2026年９月期 連結業績予想02
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2026年９月期 連結業績予想

（千円）

2025年9月期
実績

2026年9月期
連結業績予想

前期比

営業収益 3,592,752 3,700,000 103.0%

営業利益 503,602 290,000 57.6%

営業利益率 14.0% 7.8% ー

経常利益 473,615 260,000 54.9%

親会社株主に帰属する
当期純利益

314,575 130,000 41.3%

2026年９月期 連結業績予想
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＜予想＞
営業収益は過去最高を見込むが、人材・新規事業へ2.5億円の重点投資を実施するため、大幅減益となる予想。

■ 営 業 収 益 ：37.0億円（前期比103.0％）
■ 成 長 投 資 ： 2.5億円（前期比 75.8％）
■ 営 業 利 益 ： 2.9億円（前期比 57.6％）
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2026年９月期の重点施策

1. 第1の主力事業『リビンマッチ』を再び成長軌道へ

新規クライアント獲得営業を強化し、クライアント数を増やす

2. 第2の主力事業候補への人材リソースを集中投下

『外壁塗装DX』『建築DX』に積極的な人的資本投資を実施し体制強化

3. 第3の主力事業候補の獲得と新規事業の創出

M&Aによる事業獲得、新規事業の創出により事業領域拡大へ



株主・投資家の皆様へのお知らせ03
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名古屋証券取引所メイン市場へ上場
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■ 2025年10月27日に名古屋証券取引所メイン市場へ上場しました。

（名古屋証券取引所メイン市場と東京証券取引所グロース市場との重複上場となります）

名古屋証券取引所は、国内個人投資家を主体とした市場であり、「個人投資家を重視する」
というコンセプトのもと、名証 IR EXPO をはじめとする個人投資家の育成・拡大のための
諸施策に取り組んできました。

このような市場特性を踏まえ、当社は名古屋証券取引所への上場により、より多くの投資家
の皆様、特に個人投資家の皆様との接点を増やし、当社の事業や成長戦略についてご認知い
ただく機会の拡充を図ります。

×



株主優待
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保有株式数 基準日 優待内容

2単元(200株)以上 毎年３月・９月末日
デジタルギフト®※ 15,000円分

（年間30,000円分）

■株主優待制度
株価を意識した経営の実現に向けた対応の一環として、当社株式の流動性向上および投資対象
としての魅力をより多くの方々に、継続的にご認識いただくことを目的に新設

⇨ 株主様へ利益還元と流動性対策の両方を実現できるのが「株主優待制度」であると考えた

■財源
・内部留保の充実努め、財務基盤の強化と将来の事業展開に備えてきた
・黒字経営を続け2025年9月末時点で、利益剰余金15億円、現金及び預金19.4億円と潤沢

■対象となる株主様
毎年３月末日および９月末日の株主名簿上に記載または記録された、
当社株式を２単元（200 株）以上保有されている株主様が対象となります。

■株主優待制度は無期限
⇨ 本制度は期限を定めておらず終了する予定はございません。

■株主優待の内容

※デジタルギフト®は、ＱＲコードを読み込んでいただくことで即時に受取り、ご利用が可能で、対象
となる株主様は交換先の中からお好きな優待品目を選択していただけます。 対象となる交換先は次の予
定です。なお、交換先につきましては今後変更の可能性があります。

Amazonギフトカード / QUOカードPay / PayPayマネーライト / dポイント / au PAY ギフトカード / 
すかいらーくご優待券 / Google Play ギフトコード / 図書カードNEXT / Visa eギフト vanilla / DMM
プリペイドカード 他



自己株式取得の実施
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◼ 自己株式を取得

• 取得理由

株主優待制度の安定的かつ持続的な実施による株主還元と事業成長を両立するため。

• 取得株式総数

上限 21万株 (発行済株式総数（自己株式を除く）の 16.2％)

• 株式取得総額

上限 ９億円

• 取得期間

2025年11月19日から2026年９月18日まで

• 買付方法

東京証券取引所における市場買付および立会外買付取引

本自己株式の取得状況によって、東京証券取引所グロース市場の上場維持基準(流通株式時価総額、流
通株式比率)に抵触する可能性があります。

東証グロース市場の上場維持基準に適合しなくなった場合には、重複上場している名古屋証券取引所メ
イン市場への単独上場について検討いたします。



事業内容と方針04
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社名 リビン・テクノロジーズ株式会社 Living Technologies Inc. 

設立 2004年１月

資本金 194,349千円（2025年9月末日現在）

上場市場
東京証券取引所グロース市場
名古屋証券取引所メイン市場
（証券コード：4445）

所在地

本社

大阪オフィス

福岡オフィス

東京都中央区日本橋堀留町1-8-12  ホウライ堀留ビル8階

大阪府大阪市北区西天満5-16-3 西天満ファイブビル6階

福岡県福岡市博多区綱場町5-28 さかえビル3階

事業内容

DXプラットフォーム事業

領域特化型DXプロダクトの開発と運営

・マッチングプラットフォーム

・DXクラウド

役員

代表取締役

取締役

取締役

取締役 監査等委員

取締役 監査等委員

取締役 監査等委員

川合 大無

伊藤 彰孝

小林 翔太郎

井田 英明

長富 一勲

大下 徹朗

執行役員

執行役員

執行役員

小櫻 耕一

國藤 直樹

鶴見 泰久

社員数 143名（2025年9月末日現在、グループ連結、アルバイト・パート含む）

関連会社 株式会社仲介王

会社概要
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LVN（リビン・テクノロジーズ）とは

■ リビン・テクノロジーズは領域特化型DXプロダクトの開発と運営をおこなうインターネット企業

代表取締役社長

川合 大無
1975年生

（略歴）
1998年4月 ニチモウ株式会社入社
2000年7月 バリューコマース株式会社入社
2003年2月 株式会社サイバーエージェント入社
2004年1月 当社設立 代表取締役社長就任（現任）

- 目的地 -

インターネットサービスメーカーとして、
人々の生活に密着した手放せないサービスを提供し、

世の中に必要不可欠な企業になる

- 使命・存在意義 -

住生活領域において人々がより簡単、便利、快適に
情報を活用できるようにする

情報を、もっと簡単、便利、快適に！

私たちは、住生活領域で情報活用の利便性を追求し
人と企業のニーズにマッチする独自のWEBサービスを創出して
より快適なユーザーエクスペリエンス（UX）を実現します

そして、テクノロジーとマーケティングの融合で
業務効率が高まり事業機会が広がる先進のサービスを提供し、

住生活関連ビジネスのパフォーマンス向上を支えます

- リビン プロミス -
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事業コンセプト

WEBテクノロジーと住生活領域を融合して

世の中にまだ無いサービスを作り出す

21

当社は独創的な企画、高度なテクノロジー、先進のデジタルマーケティングを融合して開発されたWEB
サービスを住生活領域に特化して展開しています。

DXプラットフォーム事業では、不動産・住宅関連会社向けに企業と生活者をオンラインでマッチングさ
せる成功報酬型サービスを提供しています。

当事業の特徴は、生活者は便利なサービスを無料で利用でき、利用企業は何らかの成果があった場合にの
み費用発生する成功報酬型を採用している点です。

『リビンマッチ』『ぬりマッチ』『メタ住宅展示場』など複数のバーティカルメディアを運営しておりま
すが、全てこの方式を採用しています。

各サービスは、巨大な不動産市場でニッチトップを目指しており、特に不動産売却領域では、年間24万
物件の査定依頼を受け付けており、日本最大級にまで成長しています。

世の中にまだ無い独自性の高いWEBサービスを次々と投入し、新しい市場を創り出すことで、さらなる
事業の拡大を目指すと同時に、社会の進歩に貢献します。
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営業収益の推移

■ 会計基準の変更による一時的な営業収益減少を除いて、毎期、最高営業収益を更新
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（単位：百万円）

営業収益
CAGR
11.5％

※CAGRは2016年9月期から2025年9月期

3,592百万円

収益認識会計基準適用により
ネット広告代理店分の営業収益が不算入
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営業利益の推移

■ 投資と結実を繰り返し成長させている

（単位：百万円）

503百万円
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DXプラットフォーム事業とは

住宅関連会社

住宅関連企業のビジネス基盤となるDXサービスを提供

DXプラットフォーム事業

① マッチングプラットフォーム ② DXクラウド

■ DXプラットフォーム事業とは、住宅関連会社向けに、ビジネスの基盤となるDXサービスを提供する事業
■ マッチングプラットフォームではクライアントの見込客の獲得を、DXクラウドではクライアントの営業活動の

DX化をサポート
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DXプラットフォーム事業の提供価値

■ エンドユーザーが、住宅関連サービスを探す際に抱える、会社選択の不便さを払拭
■ 住宅関連会社の、紙媒体による集客や、属人化した業務などの、アナログな営業活動のＤＸ化を推進
■ エンドユーザーと住宅関連会社の、双方の課題を解決する新しいＵＸを提供

住宅関連会社
（クライアント）

住宅関連会社探し

・自身に合った住宅関連会社を探す手間
・各会社の強みが分からないがゆえの、比較検討の難しさ

見込客探し

・チラシやDMなどの紙媒体による集客
・属人化している業務

DXクラウド

マッチングプラットフォーム
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エンドユーザー

会 社 選 択 の 不 便 さ

アナログな営業活動

新 し い U X の 提 供新 し い U X の 提 供



DXプラットフォーム事業の成長戦略

「住宅リユース領域」をスタート地点として、

住生活領域全般へＤＸ提供範囲を拡大させる成長戦略

■住宅リユース領域が事業拡大のスタート地点

・2006年運営開始、年間24万物件超の査定依頼がある全国認知度ナンバーワンの不動産査定サイトを運営。
・年間24万物件超の査定依頼、約2,200社の不動産会社が利用している。この最も得意としている不動産査定（＝住宅リ
ユース）領域をスタート地点にして、住生活領域全般にサービスを拡大していく戦略。

■大手不動産ポータルサイトと差別化

＜ターゲットの違い＞
・当社：「不動産所有者」向けサービスが主（所有不動産の査定、自宅の外壁の塗装、遊休地の有効活用など）
・大手：「不動産”非”所有者」向けサービスが主（賃貸住宅探し、不動産の購入など）

⇨ 大手不動産ポータルサイトがサービス提供していない領域にDXサービスを投入しナンバーワンになる戦略

■住宅リユース隣接領域にＤＸサービスを提供し事業の成功確率を上げる

・住宅関連業界は、情報格差、建材ロス、業務の属人化など、DX化が進んでいない領域や、効率化できる領域は多い
・住宅リユース領域に隣接する領域であれば高い勝率で新しいDXサービスを横展開できる
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リビン・テクノロジーズの特徴と強み

ビジネスモデル

市場性

①成果連動型サービスのため、費用対効果が高く、導入ハードルは低い

②メディアとDXが連携したシームレスなプラットフォーム

①巨大な不動産業界の市場規模

③住宅リユースを中心に不動産所有者を対象にしたサービス群

③成長し続けるネット広告市場

②時流に乗ったテック領域

三位一体の組織体制

①あらゆるサービスを内製できる開発力

③業界最大規模の人員数、全国３拠点体制、
約2,200社のクライアント網を持つ営業力

②全国No.１の認知度を獲得した
専門性の高いWEBマーケティング力
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ビジネスモデル｜マッチングプラットフォーム

■ エンドユーザーとクライアントをWEB上でマッチングさせるサービス
■ エンドユーザーは、１回の登録で複数の住宅関連会社を比較が可能
■ マッチング数に応じた成果連動型マッチングフィーのため、クライアントの費用対効果が高く、導入ハードルは低い
■ 「エンドユーザー数」と「クライアント数」を増やすことが収益UPの源泉

A社

F社

B社 C社

D社 E社

【マッチングプラットフォーム】

①訪問

WEBマーケティングで集客
営業で開拓

顧客基盤2,200社

③送客フィー

②送客

年間約24万物件のマッチング
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エンドユーザー
（住宅関連のニーズがある人）

クライアント
（住宅関連会社）

当社
（マッチングシステム）



ビジネスモデル｜DXクラウド

■ 住宅関連業界向けに、業務効率化をはかるＤＸサービスをクラウドで提供
■ SFA、SMS配信システム、ＡＩ不動産査定など
■ サブスクリプション型サービスのため、クライアント数の増加により営業収益が積み上がる

②利用料

①サービス提供

【ＤＸクラウド】

クライアント
（住宅関連会社）

営業で開拓

当社

ラインナップ拡充
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ビジネスモデル｜メディアとDXが連携したシームレスなプラットフォーム

■ クライアント（住宅関連会社）の営業プロセスのデジタル化を促進
■ 「メディア（リビンマッチ）」からの見込客情報の提供に加え「Eラーニング」「査定書作成」「SMS追客」な

どクライアントの契約率をアップする業務支援クラウド（ＤＸ）をシームレスに提供
■ 単なるメディアではない、メディアにＤＸがミックスされた「ＤＸプラットフォーム」

不動産所有者の
売却プロセス

住宅関連会社
探し

査定依頼 住宅関連会社
検討

提案内容
検討

情報収集 契約準備

クライアントの
営業プロセス

営業研修 査定依頼受付 商談 査定書作成 追客 顧客管理

見込客の送客と営業支援ＤＸの同時提供により
クライアントの契約率が向上

Eラーニング
(クラウド)

WEB集客
(メディア)

コールセンター
(BPO)

ＡＩ査定
(クラウド)

SMS追客
(クラウド)

SFA
(クラウド)

提供サービス
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ビジネスモデル｜住宅リユースを中心に不動産所有者を対象にしたサービス群

マッチングプラットフォーム

① 不動産売却
② 不動産買取
③ 任意売却

④ リースバック

＜不動産売却領域＞ ＜非不動産売却領域＞

⑤ 土地活用
⑥ 賃貸管理
⑦ リノベーション

⑧ 外壁塗装

＜ＤＸ領域＞

⑩ SMS配信クラウド

⑪ ＡＩ査定書作成クラウド

⑫ 賃貸管理会社向けSFA

⑬ 不動産FC向けクラウドシステム開発

ＤＸクラウド

■ マッチングプラットフォームは、住宅リユース領域を中心にエンドユーザーと企業のマッチングを行うメディア
■ ＤＸクラウドは、住宅関連企業の業務効率化を推進する

⑨住宅展示場（VR）
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■ 事業に必要な「開発」「マーケティング」「営業」を全て自社で行える三位一体の体制を構築

三位一体の組織体制｜全体像

• あらゆる開発を、全て内製化
• 少ない投資資金で、新事業にチャレンジできる

• 年間24万件超のマッチングを実現する集客力
• あらゆるWEBマーケティング手法に精通
• 祖業がネット広告代理店

• 東京、大阪、福岡の３拠点
• 全国約2,200社の加盟店網（顧客基盤）

テクノロジー
（開発力）

セールス
（営業力）

マーケティング
（集客力）
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三位一体の組織体制｜テクノロジー（開発力）

■ 既存サービスの運用、新サービス開発ともに、全て自社で内製化

外壁塗装マッチングメディア
住宅リユース領域

バーティカルメディア

VR住宅展示場メディア
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15.8%

11.4%

9.9%

7.6%

9.9%

三位一体の組織体制｜マーケティング（集客力）

※1. 調査の実施主体：株式会社マーケティング アンド アソシエイツ
調査の協力：株式会社マーケティングアプリケーションズ
全国47都道府県在住、男女20代～60代の方を対象
不動産一括査定サイト5社比較

※2. 3,000人調査

不動産査定サイト全国認知度調査 調査期間 2025年９月19日～９月23日

Aサイト Bサイト Cサイト Dサイト

■ 専門性の高いWEBマーケティングによる集客力、全国No.１の認知度を６年連続で獲得
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■ 業界最大規模の人員数・全国３拠点の営業体制と、約2,200社のクライアント網
■ 業界最大級の約40名の営業人員
■ 業界唯一、全国３都市に営業拠点を展開、クライアントの新規獲得とフォロー体制を構築
■ 約2,200社のクライアント網は、アップセルの対象であり、参入障壁でもある
■ 代理店を通さない直販方式で高い粗利率を実現

三位一体の組織体制｜セールス（営業力）

●

本社

●

福岡オフィス

●

大阪オフィス
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■ 現在のサービス提供領域にとどまらない、当社を取り巻く巨大な市場の開拓余地

市場性｜巨大な不動産業界の市場規模

既存住宅流通市場

8兆円
2025年度（見込み）

不動産テック市場

1.2兆円
2025年度（見込み）

テクノロジーを武器に
巨大市場の開拓を狙う リフォーム市場

注文住宅市場

6.6兆円
2021年度（実績）

12兆円
2025年度（見込み）

外壁塗装市場

0.7兆円

36



1,620,533 1,635,540
1,673,829 1,660,894 1,669,450

1,603,113

1,684,620 1,662,022 1,656,062
1,707,607

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

1,400,000

1,600,000

1,800,000

2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年 2024年

出所：法務局及び地方法務局管内別・種類別建物・土地の権利に関する登記の件数及び個数

■ 不動産売買登記件数（成約ベース）は年間約170万件で推移しているのに対し、
当社の査定依頼件数（問い合せベース）は年間約24万件で開拓余地が大きい

（件）

リビンマッチ
査定依頼物件数

約240,000件/年

開拓余地

不動産売買登記件数の推移

市場性｜巨大な不動産業界の市場規模
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2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年

東京都区部 全国ベース

■ 全国における既存住宅の流通比率は、2006年から14.9ポイント上昇
■ 特に東京都区部では、毎年上昇傾向で、高水準を維持
■ 今後も、当社収益の基盤である査定依頼件数の増加が期待できる

市場性｜住宅は、新築から「住宅リユース（中古）」の時代へ

出所：不動産流通経営協会（FRK)

（%）

既存住宅の流通比率
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■ 当社のクライアントになり得る不動産業の法人数は右肩上がりに増加

市場性｜年々増加する不動産業の法人数

出所：公益財団法人不動産流通推進センター 2025不動産業統計集

297,586

299,818

301,004

302,939

304,000

306,280

310,413

315,542

321,361
328,553

337,934

347,791

353,448

368,552

378,460

385,125

392,110

250,000

270,000

290,000

310,000

330,000

350,000

370,000

390,000

410,000

2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年 2024年

（社）

不動産業の法人数
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6,057 5,679 5,437 5,147 4,784 4,547
3,688 3,815 3,697 3,512 3,417

2,500 2,443 2,223 2,023 1,841 1,675 1,223 1,224 1,140 1,163 1,179

10,519
11,594

13,100

15,094

17,589

21,048
22,290

27,052

30,912
33,330

36,517

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年 2024年

新聞 雑誌 インターネット

市場性｜成長し続けるネット広告市場

出所：電通日本の広告費2024

（億円）

■ 集客手法は、紙（折込チラシ、雑誌広告）からインターネット広告へ

広告媒体別市場規模推移
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事業方針｜デジタルとリアルソリューションの融合による領域拡大

×

◼ デジタル領域に加えて、リアルソリューション領域に進出
◼ さらなる領域拡大で「住生活の困ったをゼロにする」を目指す

41

デジタル領域

マッチング
プラットフォーム

リアルソリューション領域

⇒ 進出領域イメージ

■売買、賃貸、管理

■リフォーム、建築

■調査、測量

■相続、登記、税務、士業

■住生活お困りごと

■金融、ローン

■土地活用、空き家

■投資、トランクルーム、宿泊施設

■電力、エネルギー など

住生活のお困りごとなんでも解決を目指す

住生活の困ったをゼロにする

DXクラウド



競争力の源泉まとめ
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■年間240,000物件の不動産査定依頼を獲得するデジタルマーケティング力
査定依頼からの売買成約率を30％と仮定すると、年間売買成約件数72,000件になります。これは、不動産売買仲介会社におけ
る上位2社の合計成約件数に匹敵する集客力（デジタルマーケティング力）です。

■全国約2,200社の顧客基盤が参入障壁
年間240,000物件の不動産査定依頼の獲得は、全国約2,200社の顧客基盤が源泉になっています。
デジタルマーケティングは地域セグメントすると費用が割高になるため、全国に多くの顧客を保有していることが効率的にデ
ジタルマーケティングを大量投下するための前提条件になります。
仮に新規参入があっても、当社のような先行企業がある中で、全国に顧客基盤を作り上げる難易度はかなり高いと考えていま
す。この顧客基盤は、業界トップクラスの人員規模である営業部隊が支えています。

■クリエイティブな商品設計
『リビンマッチ』は、2006年に運営開始した不動産査定サイトのパイオニアです。サービス開始以来、常に業界に先駆けクリ
エイティブなサービスや機能をリリースしてまいりました。
たとえば、ダイナミックプライシング、ポイントバック、Pay-Per-View（PPV）、位置情報を利用した不動産査定アプリ、AI
マッチング、SMS配信システム、AI査定書作成システムなど、先進のWEBテクノロジーとビジネスモデルをサービスにミック
スしています。
そのほとんどが自社開発されたもので、追加投資なしに新しいテクノロジー、新しいサービスがリリースできる開発体制が構
築されています。

■数十兆を超える市場規模、事業展開余地ともに巨大
住宅関連業界は数十兆円を超える巨大な市場規模があります。また、DX化が進んでいない領域が多く事業展開余地も巨大です。
不動産テック領域では、戦う前から戦意喪失するような「巨人」と言えるサービスがまだ存在していません。
当社は、住宅リユース領域をスタート地点に「不動産テック日本最大の巨人」を目指し事業を拡大しています。



● 本資料において提供される数値ならびに情報は、いわゆる「見通し情報」を含みます。

● これらは、現在における見込み、予測およびリスクを伴う想定に基づくものであり、実質的にこれらの記述と異なる結果を招き
得る不確実性を含んでおります。

● それらリスクや不確実性には、一般的な業界ならびに市場の状況、金利、通貨為替変動といった一般的な国内および国際的な経
済状況が含まれます。

● 今後、新しい情報・将来の出来事などが発生した場合であっても、当社は、本発表に含まれる「見通し情報」の記載内容に関す
る更新・修正の義務を負うものではありません。

本資料の取扱いについて
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